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別紙 

総務生活常任委員会における審査の経過と結果について（審査日：令和２年１２月８日） 

 

１．議案第６２号 川西市低炭素型複合施設整備に伴うＰＦＩ事業に係る事業契約の変更

について 

 

２．議案第６６号 川西市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

３．議案第６７号 川西市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

議案の概要 

本案は、川西市低炭素型複合施設整備に伴うＰＦＩ事業に係る事業契約について、契

約金額を変更するにつき、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する

法律第１２条の規定により、議会の議決を求めるもの。 

質疑の概要 なし 

特 記 事 項  

 議案質疑資料あり（１．契約金額の変更要因の詳細とそれぞれの金額について） 

審 査 結 果 原案可決（全員賛成） 

議案の概要 

本案は、医療従事者の勤務環境改善等の支援を目的に設置された「ひょうご新型コロ

ナウイルス対策支援基金」に対する寄付について、個人の市民税の寄附金税額控除の対

象とするため、条例の一部を改正しようとするもの。 

質疑の概要 なし 

特 記 事 項 なし 

審 査 結 果 原案可決（全員賛成） 

議案の概要 

本案は、「対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関

する条例の制定に関する基準を定める省令の一部を改正する省令」の制定に伴い、電気

自動車に搭載される電池容量の拡大により、条例で規制する急速充電設備に係る出力上

限の拡大等を図るため、条例の一部を改正しようとするもの。 

質疑の概要  

 問 今回の改正では、届出を要する設備として規制範囲の上限を２００キロワット以下

まで拡大した急速充電設備を追加しようとしているが、今後は電気自動車の普及に伴
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４．議案第６９号 令和２年度川西市一般会計補正予算（第８回） 

って商業施設等での設置が広がりを見せるものと思われることから、既存施設での設

置を含め、今回の改正内容をどのように周知するのか伺いたい。 

 答 この改正条例が施行される際に既に設置されている、若しくは設置工事中の急速充

電設備については従前の基準が適用されるが、本改正条例の上位法令である総務省令

が先に国から周知されているため、この内容に関する相談が増えるものと考えてい

る。 

新設する場合には、規格の適合状況等の確認のため、販売事業者の案内等により事

前に設置事業者から消防本部に相談がある仕組みとなっており、その際に改正内容等

を詳細に説明する考えである。 

特 記 事 項 なし 

審 査 結 果 原案可決（全員賛成） 

議案の概要 

令和２年度川西市一般会計補正予算（第８回）のうち 

 第１表 歳入の全部。歳出第１款議会費。第２款総務費のうち第１項総務管理費第７

目公共施設マネジメント費を除く全部。第３款民生費のうち第１項社会福祉費

第２目人権推進費及び第３目総合センター費。第４款衛生費のうち第２項環境

衛生費及び第３項清掃費。第５款労働費。第６款農林業費。第７款商工費。第９

款消防費。第１１款災害復旧費。第１２款公債費。 

 第２表 繰越明許費補正 

 第３表 債務負担行為補正 

 第４表 地方債補正 

質疑の概要  

⑴ 第１表 歳入 

①  第１６款 国庫支出金 

  問 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金として２７０４万７０００

円を追加しようとしている点について、感染症対策で国から求められる事業を実施

するに際しては、その都度多額の資金が必要となるが、資金繰りの観点から当該交

付金の交付時期等について伺いたい。 

答 当該交付金については、今年度の事業執行見込みに基づく概算払いにより早い段

階で交付され、事業が終了した段階で精算するという形になっており、収入がない

ために事業実施に係る資金繰りが悪化することはない仕組みになっている。 
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⑵ 同   歳出 

①  第２款 総務費 

  問 人事給与管理事業において、会計年度任用職員の報酬として１９００万円が追加

されようとしているが、育児休業等に伴う職員の補充をどのように見込んでいるの

か伺いたい。 

  答 本事業では、育児休業、休職、その他の突発的な業務量の増加に緊急的に対応す

るための経費で、今年度は想定以上に会計年度任用職員を配置しなければならない

事象が生じたため、今回の補正で週５日勤務の会計年度任用職員１５４２日分を追

加しようとするものである。 

 

  問 住民基本台帳及び印鑑登録事業において、マイナンバーカードの早期交付に向け

た事業体制を拡充するための経費として２２５９万５０００円を追加しようとし

ている点について、詳細を伺いたい。 

  答 現在、本庁舎１階にあるマイナンバーの窓口は恒常的に待ち時間が発生している

状況にあり、加えて国ではマイナンバーカード取得に係る再勧奨通知を１２月末か

ら１０回に分けて約１万３０００件ずつ送付する予定とされている。 

このため、待ち時間の解消や申請者の増加に対応するため、今回の補正により庁

舎１階市民ギャラリーに特設窓口として７つのブースを設け、会計年度任用職員を

２０人程度増員し、カードの普及促進に向けた体制の拡充を図ろうとするものであ

る。 

 

  問 マイナンバーカードの普及に向けた取り組みを強化されようとしているが、同カ

ードについては個人情報流出の危険性を従前から指摘しており、市として個人情報

保護の対策を何か講じるのか。 

  答 マイナンバーカードについては、カードの写真で本人確認が可能であることから

窓口でのなりすまし対策には有用であると考える。また、個人情報についても法令

で保護されていることに加え、ハード的にも偽造防止の措置が講じられている。 

市としても、カードを取得した市民には、紛失の際のカードの利用を停止する方

法をはじめ、制度に便乗した不正な勧誘等についての注意喚起を行っていきたいと

考えている。 

 

②   第９款 消防費 

問 救急活動事業において、感染防止衣の購入経費として需用費９９万円が追加され

ようとしているが、感染防止衣の種類や数量等の詳細について伺いたい。 
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答 今回は救急活動で通常使用する感染防止衣を約３０着購入しようとするもので、

現在使用している使い捨てのディスポタイプではなく、アルコール清拭やオゾンガ

ス殺菌により再利用が可能なリユースタイプのものを購入しようと考えている。 

 

③  第１１款 災害復旧費 

問 農業用施設等災害復旧事業において、豪雨により損傷した久代北台井堰の復旧に

要する経費として工事請負費４４０万円を追加している点について、損害の状況の

ほか、国・県の補助金の有無について伺いたい。 

答 久代北台井堰については、本年７月８日の豪雨の際に井堰の一部に大きな穴が空

いたもので、当時は洪水期であったため応急的に大型の土嚢で損傷個所を塞ぐ措置

を講じたが、渇水期となったため本格的に復旧工事を実施しようとするものであ

る。また、今回の修繕について国や県と補助メニューについて協議したが、対象と

なる補助はなかった。 

 

⑶ 第２表  繰越明許費補正 

 問 公共交通支援事業において、川西市オンデマンドモビリティサービス実証実験に

係る調査等業務委託の完了が令和３年度になると見込み、１３００万円の繰越明許費

を設定しようとしている点について、当該事業は国の交付金を活用し実施されるもの

と認識していることから、繰り越しによる交付金の取り扱いについて伺いたい。 

 答 当該事業は、ポストコロナを迎えて新しい公共交通の形を検討するという観点か

ら新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金を財源として活用することとしてい

るもので、この交付金については翌年度への繰り越しが制度上認められていることか

ら、今年度から翌年度にかけて実施する当該事業の経費に充当可能であると考えてい

る。 

 

⑷ 第３表  債務負担行為補正 

 問 市営住宅等指定管理料として令和３年度から５年度の３年間で３億１９０６万

６０００円の債務負担行為が設定されようとしているが、限度額設定の考え方につ

いて伺いたい。 

 答 指定管理料は年度ごとに約１億６００万円を支払うことを予定しているが、修繕

や保守管理等に係る経費は各年度で変動することから、年度ごとに精算することを

予定して限度額を設定している。 
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⑸ 第４表  地方債補正 

 なし 

特 記 事 項 なし 

審 査 結 果 原案可決（賛成多数） 


